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2． 地表地震動の計算 
2.1  計算手法の概略 
(1) 概要説明 
本調査では、中央防災会議で公開している工学的基盤（Vs=700m/s）における地震波を

入力波として、前章で設定した浅部地盤モデルを用いて地表での地震動の応答計算を行っ

た。 
地震動の応答計算は、重複反射理論に基づく等価線形解析を用い、浅部地盤の非線形性

を考慮することとした。重複反射理論とは、基盤を覆う地層が水平に成層していると仮定

し、基盤から入力される地震波が鉛直上方に伝達する間に、透過・反射を繰り返しながら

地表の応答波形を形成して行くとする考え方である。 
等価線形解析で求められた地表での地震動（加速度）から、気象庁の方法（1996）を用

いて計測震度に換算した。また、PL法により液状化危険度を算出した。 

本調査における工学的基盤面での強震波形の収集～液状化危険度解析までの流れを図 

2-1 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 地震動解析の流れ 

中央防災会議算出の工学的基盤での強震波形の収集 
（1km メッシュ） 

浅部地盤モデルの設定 
（250～500m メッシュ） 

等価線形計算（Shake） 
（250～500m メッシュ） 

地表加速度波形の算出 
（250～500m メッシュ） 

計測震度への換算 
液状化危険度の算出 
地表最大速度の算出 
地表最大加速度の算出 

SI値の算出 
（250～500m メッシュ） 

終了 
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(2)  動的変形曲線 

等価線形解析に用いる動的変形曲線は、以下のデータを参考に決定した。 

・ 中央防災会議「東南海、南海地震等に関する専門調査会」（第5回）図表集から、「東海地震に

関する専門調査会」で採用した、動的変形曲線 

・ 今津・福武（1986）での動的変形曲線 

・ 土木学会岩盤力学委員会（岩盤上の大型構造物基礎、平成10年，44p） 
中央防災会議で採用されている動的変形曲線をみると、G/G0（剛性低下率）～γ（せん断ひずみ）

では歪が大きくなってもGが低下しない側の値を採用し（変形しない側）、ｈ（減衰定数）～γでは、
歪が大きくなってもｈが大きくならない側（減衰しない側）の値を採用している。これらは、地震応

答を考えた場合に、波が伝わりやすく加速度が大きく算出される安全側に考えられているものと推測

される。中央防災会議の採用した曲線は、今津・福武の資料と大きな乖離はないため、土質について

は、中央防災会議の値を採用することとした。岩盤については、資料を収集したが一般に公開されて

いるものが少なく、土木学会岩盤力学委員会の風化花崗岩に関する資料をもとに設定した。採用した

動的変形曲線をまとめて、図 2-2に示す。 
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図 2-2 解析に使用した動的変形曲線 
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(3)  S波速度・密度 

S波速度・密度の設定については表 2-1のように行った。 

表 2-1 物性値の設定方法 

地質名 S波速度 密度 

上部 
中央防災会議「東海地震に関する専門調

査会」で示された式を用いてN値から換

算（表 2-2の沖積の部分） 

中央防災会議「東海地震に関する専門調

査会」で示された表の中から沖積の密度

を用いる（表 2-2の沖積の部分） 上
部
礫
層 

下部 

微動探査結果から420m/sと設定 

（N値50以上を全てN値50として整理

しているため、N 値からの換算では過小

評価となる） 

中央防災会議「東海地震に関する専門調

査会」で示された表の中から洪積の密度

を用いる（表 2-2の洪積の部分） 

甲
府
盆
地 

工学的基盤 微動探査結果から700m/sと設定 密度検層結果から2.0g/cm3と設定 

甲府盆地以外の第

四紀堆積物分布域 
甲府盆地に準ずる 甲府盆地に準ずる 

岩盤露出部 

収集した資料からP波速度とS波速度の

関係を用いP波速度から換算 

本四公団の風化花崗岩に関する岩盤分

類資料と中央防災会議「東海地震に関す

る専門調査会」で示された表を参考に設

定（表 2-3） 

  
各物性値の算出について、補足事項を以下にまとめた。 
・ 甲府盆地の上部礫層上部において中央防災会議のS波速度算出式を用いる際には、N値による分類を
行わず、地盤モデルで示されたN値をそのまま計算に用いた。 

・ 岩盤露出部に関して、S波速度とP波速度の関係を算出する際には、山梨県のみならず山梨県周辺も

含めて収集したPS検層データで検討した。これらからS波速度とP波速度の関係を求めるためにプ

ロットすると、S波速度VsとP波速度Vpの関係はVｓ=0.4207×Vpとなり、これをS波速度Vsの換

算に用いることとした。 
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表 2-2 S波速度推定経験式 

（中央防災会議「東海地震に関する専門調査会」第10回関連図表２，12ｐ： 
http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/tokai/10/siryou2- 2.pdfを編集・加筆） 

設定した物性値 
 地質名 記号 N値 湿潤密度 

(g/cm3) S波速度Vs(km/s) P波速度 
Vp (km/s) 

F1 0～4 1.6 
F2 4～10 1.7 埋土 
F3 10～ 2.0 

112.73・N 0.256・1.000・0.885 5.099・Vs 

Ap1 0～1 1.2 
腐植土 Ap2 1～ 1.3 112.73・N 0.256・1.000・1.000 5.099・Vs 

Av1 0～4 1.4 
ローム Av2 4～ 1.5 112.73・N 0.256・1.223・1.000 5.099・Vs 

Ac1 0～2 1.4 
Ac2 2～4 1.5 
Ac3 4～8 1.6 
Ac4 8～15 1.7 
Ac5 15～30 1.8 

粘性土 

Ac6 30～ 1.8 

112.73・N 0.256・1.000・1.000 5.099・Vs 

As1 0～4 1.7 
As2 4～10 1.8 
As3 10～30 1.9 
As4 30～50 1.9 

砂質土 

As5 50～ 1.9 

112.73・N 0.256・1.000・0.885 5.099・Vs 

Ag1 ～20 1.9 
Ag2 20～30 2.0 
Ag3 30～50 2.0 

沖 
 
 
 

積 

礫質土 

Ag4 50～ 2.1 
112.73・N 0.256・1.000・0.900 5.099・Vs 

Dp1 0～1 1.2 
腐植土 Dp2 1～ 1.3 112.73・N 0.256・1.000・1.000 5.099・Vs 

Lm1 0～4 1.4 
ローム Lm2 4～ 1.5 112.73・N 0.256・1.223・1.000 5.099・Vs 

Dc1 0～2 1.5 
Dc2 2～4 1.6 
Dc3 4～8 1.7 
Dc4 8～15 1.8 
Dc5 15～30 1.8 

粘性土 

Dc6 30～ 1.8 

112.73・N 0.256・1.223・1.000 5.099・Vs 

Ds1 0～4 1.8 
Ds2 4～10 1.8 
Ds3 10～30 1.9 
Ds4 30～50 1.9 

砂質土 

Ds5 50～ 2.0 

112.73・N 0.256・1.223・0.885 5.099・Vs 

Dg1 ～20 1.9 
Dg2 20～30 2.0 
Dg3 30～50 2.0 

洪 
 
 

積 

礫質土 

Dg4 50～ 2.1 
112.73・N 0.256・1.223・0.900 5.099・Vs 

風化岩 RW  50～ 2.1 300 5.099・Vs 
R1 50～ 2.1 500 1800 
R2 50～ 2.0 700 2100 
R3 50～ 2.2 1500 3100 
R4 50～ 2.4 2500 4600 

岩盤 

R5 50～ 2.5 3000 5100 
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表 2-3 本四公団の風化花崗岩に関する岩盤分類資料（岩盤分類，応用地質特別号，93p，昭和59年） 

 
 



 

 2-11 

 

表 2-4 P波速度と密度 

（中央防災会議「東海地震に関する専門調査会」第10回関連図表２，6ｐ） 
P波速度（km/s） 密度（g/cm3） 

2.1 2.0 
3.1 2.1 
4.7 2.6 
5.5 2.6 

 
 以上の資料から盆地部については、中央防災会議資料からN値から物性値を求め、岩盤露出部については

表 2-5のような物性値を設定した。 

表 2-5 設定した物性値一覧 

地質 記号 層種 Vp(m/s) Vs(m/s) 密度
(g/cm3) 

層厚(m) 

富士山 FU  強風化部 600 250 2.0 10 
八ヶ岳 YA 弱風化部 1200 500 2.1 15 第四紀

火山岩 
黒富士 KR 基盤 ― 700 2.6 ― 

強風化部 600 250 2.0 10 
弱風化部 1400 590 2.1 10 新第三紀火山岩 PL 
基盤 ― 700 2.6 ― 
強風化部 600 250 2.0 10 
弱風化部 1400 590 2.1 15 花崗岩及び貫入岩 GR 
基盤 ― 700 2.6 ― 
強風化部 600 250 2.0 10 
弱風化部 1400 590 2.1 10 新第三紀堆積岩 MI 
基盤 ― 700 2.6 ― 
強風化部 600 250 2.0 5 
弱風化部 1400 590 2.1 10 中・古生層 SH 
基盤 ― 700 2.6 ― 

 

(4)  等価線形解析 

等価線形解析には、Shakeを用いた。Shakeの全体的な流れを図 2-3に示す。 

(1) 工学的基盤地震動、地盤定数、密度などのデータを読み込み、せん断弾性係数の初期値G1と減衰定数

の初期値ｈ1を設定し、これらから有効ひずみγeff(1)を算出する。 

(2) 算出された有効ひずみγeff(1)に相当するG2、ｈ2を求め、G2、ｈ2を用いて有効ひずみγeff(2)を求め

ることを繰り返し行なう。 

(3) (2)を繰り返し、Gn、ｈnとこれらを用いて計算したγeff(n)に相当するGn+1、ｈn+1との差を比較して許

容範囲に収まっていれば、収束したとみなし計算を終了する。 
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図 2-3 Shakeの流れ（http://www.j-map.bosai.go.jp/j-map/result/tn_249/index.htmlから編集・加筆） 

START 

入力波形 ｆ(ｔ) 
の読み込み 

フーリエ交換 
ｆ(ｔ)→F(iω) 

地盤定数の読み込み 
せん断弾性係数の初期値G1 
減衰定数の初期値ｈ1 

設定 

1次元波動方程式 
      ∂2ｕ   ∂2ｕ    ∂3ｕ 
     ρ   ＝G      +η 
      ∂t2           ∂x 2     ∂x 2∂t 

伝達関数A(ω) 
         Em(ω)+Fm(ω) 
     A(ω)＝ 
         En(ω)+Fn(ω) 

F(iω)×A(ω)＝F ’(iω) 

フーリエ逆交換 
F ’(iω)→ｆ’(ｔ) 

各層の最大せん断ひずみγmax  
から有効ひずみγeffを算出 
γeff(n) ＝ 0.65 ・γmax  

G/G0～γ、ｈ～γ曲線 
 
G/G0          h 
 
           γ  

 

解析結果の出力 

END 

NO  

YES 

ｈ
 

G/
G 0

 

G/G0 

ｈ 
Gｎ－１ 

ｈｎ－１ 

γeff(n- 1) 

１ステップ前の物性値から得られた有効ひずみ 

Gｎ 

ｈｎ 
ｈｎ＋１ 

Gｎ＋１ 

γeff(n) 

収束条件（許容範囲）のチェック 

＊右の詳細図参照 

収束判定条件のチェック 

（ｎ回繰り返し） 

 

ループ計算範囲 
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2.2   地盤モデルの厚さの違いによる地震動の差の検討 
(1)  検討モデル 

本業務で地盤モデルを作成する際には、５m 単位で丸めることを前提条件とした。この前提条件がどの程

度、地震動の差に影響を与えるか検討を行なった。検討したケースは、ボーリング３本についてであり、そ

れぞれ、１cm、１m、２m、５m単位で丸めたモデルを作成した。作成したモデル表 2-6を～表 2-17に示す。 

表 2-6 5338-3475孔における1cm精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (t/m3) (m/s) 

11.39  0.014  1.40  106 

2.56  0.014  1.40  97 

2.35  0.014  1.50  128 

5.38  0.014  1.60  138 

3.11  0.014  1.90  160 

3.08  0.014  1.90  217 

2.13  0.014  1.90  165 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 

表 2-7 5338-3475孔における1m精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (t/m3) (m/s) 

11.00  0.014  1.40  106 

3.00  0.014  1.40  97 

2.00  0.014  1.50  128 

6.00  0.014  1.60  138 

3.00  0.014  1.90  160 

3.00  0.014  1.90  217 

2.00  0.014  1.90  165 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 

表 2-8 5338-3475孔における2m精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (t/m3) (m/s) 

10.00  0.014  1.40  106 

2.00  0.014  1.40  97 

2.00  0.014  1.50  128 

6.00  0.014  1.60  138 

4.00  0.014  1.90  160 

4.00  0.014  1.90  217 

2.00  0.014  1.90  165 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 
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表 2-9 5338-3475孔における5m精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (t/m3) (m/s) 

10.00  0.014  1.40  106 

5.00  0.014  1.40  97 

5.00  0.014  1.60  138 

5.00  0.014  1.90  160 

5.00  0.014  1.90  217 

10.00  0.005 1.90  500 

(1.00) 0.005 2.00  700 

表 2-10 5338-3377孔における1cm精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (t/m3) (m/s) 

17.95  0.014  1.70  210 

7.05  0.014  1.90  323 

35.00  0.014  2.10  338 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 

表 2-11 5338-3377孔における1m精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (t/m3) (m/s) 

18.00  0.014  1.70  210 

7.00  0.014  1.90  323 

35.00  0.014  2.10  338 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 

表 2-12 5338-3377孔における2m精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (ｔ/m3) (m/s) 

18.00  0.014  1.70  210 

8.00  0.014  1.90  323 

34.00  0.014  2.10  338 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 

表 2-13 5338-3377孔における5m精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (ｔ/m3) (m/s) 

20.00  0.014  1.70  210 

5.00  0.014  1.90  323 

35.00  0.014  2.10  338 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 
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表 2-14 5338-3577孔における1cm精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (ｔ/m3) (m/s) 

6.38  0.014  1.80  153 

2.73  0.014  1.90  183 

4.21  0.014  1.50  156 

1.68  0.014  1.80  178 

5.80  0.014  1.90  298 

26.74  0.014  1.80  373 

4.46  0.014  2.10  338 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 

表 2-15 5338-3577孔における1m精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (ｔ/m3) (m/s) 

6.00  0.014  1.80  153 

3.00  0.014  1.90  183 

4.00  0.014  1.50  156 

2.00  0.014  1.80  178 

6.00  0.014  1.90  298 

27.00  0.014  1.80  373 

4.00  0.014  2.10  338 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 

表 2-16 5338-3577孔における2m精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (ｔ/m3) (m/s) 

6.00  0.014  1.80  153 

4.00  0.014  1.90  183 

4.00  0.014  1.50  156 

2.00  0.014  1.80  178 

6.00  0.014  1.90  298 

26.00  0.014  1.80  373 

4.00  0.014  2.10  338 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 

表 2-17 5338-3577孔における5m精度区分のモデル 

厚さ 減衰定数 密度 Vs 

(m)  (ｔ/m3) (m/s) 

5.00  0.014  1.80  153 

5.00  0.014  1.90  183 

5.00  0.014  1.50  156 

5.00  0.014  1.90  298 

25.00  0.014  1.80  373 

5.00  0.014  2.10  338 

10.00  0.005  1.90  500 

(1.00) 0.005  2.00  700 
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(2)  計算結果 

1) 5338-3475孔における結果 

 5338- 3475における結果を表 2-18 に示す。いずれのケースでも最大加速度の値に大きな差はない。最大
加速度を示す水平動合成値でも、最大値である１ｍ区分モデルと 5m区モデルの値とでも 5％程度の差しか
ない。 
 

表 2-18 5338-3475孔における結果一覧 

震動方向 単位別の最大加速度（gal） 

  1cm(8) 1m(8) 2m(8) 5m(6) 平均値 

NS 329  336  320  335  330  

EW 525  534  489  498  512  

UD 154  155  148  156  153  

水平動合成 620  631  584  600  609  

単位の横の括弧書きは、計算に使用した地層の数、繰り返し回数：10回、入力波：露頭波 
 
2) 5338-3377孔における結果 

 5338- 3377における結果を表 2-19に示す。上下成分以外の 5m区分モデルで最小値を示すが、いずれの
ケースでも最大加速に大きな差はない。最大加速度を示す水平動合成値でも、１ｍ区分モデルと 5ｍ区分モ
デルとの値の差は5％程度である。 
 

表 2-19 5338-3377孔における結果一覧 

震動方向 単位別の最大加速度（gal） 

  1cm(4) 1m(4) 2m(4) 5m(4) 平均値 

NS 109  109  109  102  107  

EW 119  119  119  116  119  

UD 98  98  99  103  99  

水平動合成 162  161  162  155  160  

※単位の横の括弧書きは、計算に使用した地層の数、繰り返し回数：10回、入力波：露頭波 
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3) 5338-3577孔における結果 

 5338- 3577における結果を表 2-20 に示す。これらから明らかなように、いずれのケースでも最大加速に
大きな差はなく、最も差が大きいN-S成分の5ｍ区分モデルと2ｍ区分モデルでも8％程度である。 
 

表 2-20 5338-3577孔における結果一覧 

震動方向 単位別の最大加速度（gal） 

  1cm(8) 1m(8) 2m(8) 5m(7) 平均値 

NS 389  387  400  370  387  

EW 449  446  430  463  447  

UD 126  126  127  126  126  

水平動合成 594  591  587  593  591  

※単位の横の括弧書きは、計算に使用した地層の数、繰り返し回数：10回、入力波：露頭波 
 
(3)  5m区分モデルの妥当性 

 本業務で地盤モデルを作成する際に用いた5m区分モデルと、より薄い層厚の区分モデルの最大加速度を
比較した。その結果、いずれのケースでも最大加速に大きな差はなく、5ｍ区分モデルと最大値を示すモデ
ルでも最大加速度は 5％程度の差にとどまる。したがって、隣接する他県の事例・作業性・経済性を考慮す
ると5ｍ区分モデルは妥当と考える。 
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2.3  液状化危険度解析 
 液状化危険度の算出手法は、道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編の方法を用いた。 
 
(1) FLの計算 

「道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編」による液状化に対する抵抗率 FLの算出手法について、過去の地

震時の山梨県における液状化履歴や最近の液状化の研究成果を考慮して、液状化対象とする土層やパラメー

タを以下のとおり見直した。 
①地下水位が現地盤面から10m以内にあり、かつ、現地盤面から20m以内の深さに存在する飽和土層で
あること． 
本報告では、１章で示した工学的基盤より上位の地層である浅部地盤モデルで、地表から深度20m
以内の各５m区間に砂質土または礫質土が分布しているメッシュを対象とする。粘性土は評価対象外
とする。 
地下水位は不明なため、地表まで飽和していると仮定する。ただし、段丘、山間地の狭小な扇状地、

及び火山麓扇状地（沖積面と接する部分を除く）については、地形的にみて地下水位が相当低く、液

状化する可能性が極めて低いところであることから、液状化評価対象から除外する。 
②細粒分含有率FC が35% 以下の土層、又は、FC が35% を超えても塑性指数 Ipが15以下の土層である
こと。本報告では、砂質土と礫質土のFC を安全側にみて０% と仮定しているため、Ipは使用しない。 

③平均粒径D50が 10mm以下で、かつ、10% 粒径D10が1mm以下である土層であること．本報告では、
礫質土のD50 を２mmとする。 

④『日本の地盤液状化履歴図』では、関東地震時に液状化が３地域で発生したことが示されている。しか

し、３地域とも旧村名しか示されておらず、詳しいメッシュを特定できないため、地盤モデルの変更は

しない。 
 
上記条件に当てはまる場合、液状化の判定を行う。その手順を以下に示す。 
① 有効上載圧σｖ’の算出。 
② 標準貫入試験のN値とσｖ’から有効上載圧100kN/m2相当に換算したN値N1の算出。 
③ 補正係数 C 1、C 2を細粒分含有率FC から算出。 
④ C 1、C 2、N1から粒度の影響を考慮した補正N値Naの算出。 

砂質土の場合 ：

 
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れき質土の場合：    15010 2/log36.01 NDN a   
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⑤ Naから繰返し三軸強度比RLの算出。 

    
  )14(

)14(
14106.17.1/0882.0

7.1/0882.0
5.46 ≧a

a

aa

a
L N

N
NN

N
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
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
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


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
 

⑥ RLから地震動特性による補正係数 C wを算出。 
⑦ C wとRLから動的せん断強度比Rを算出。 
    LW RcR   
    タイプⅠの地震動2の場合： 0.1Wc  

タイプⅡの地震動3の場合：

 
 

 








L

L

L

LW

R
R

R
Rc

＜

≦＜

≦

　　

0.4
4.00.1

1.0

0.2
67.03.3

1.0
 

本報告では、タイプⅠを使用した。 
⑧ 地表からの深さｘから地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数ｒｄを算出。 
    xr d 015.00.1   

⑨ レベル２地震動の地盤面における設計水平震度κhgを求める。 
κhg＝C Z ・κhg0 
κhg0はタイプⅠの場合、地盤種別がⅠ種、Ⅱ種、Ⅲ種に対して、各々、0.3、0.35、0.4とする。タ
イプⅡの場合、0.8、0.7、0.6とする。 

C Z ：地域別補正係数 
⑩ 全上載圧σｖ、有効上載圧σｖ’の算出．計算に用いる値は表 2-23を参照。 

    
 
 WtWtv

WtWtv

hxh
hxh



21

21

'' 


 

1t：地下水位面より浅い位置での土の湿潤単位体積重量（kN/m3） 
本報告では、地下水位を地表に設定するため、 1tは設定が必要ない（使わない）。 

2t：地下水位面より深い位置での土の飽和単位体積重量（kN/m3） 

本報告では、ρsat×9.81＝ 2t（kN/m3）として扱う（ρsatは飽和密度 (g/cm
3)）。 

2' t ：地下水位面より深い位置での土の有効単位体積重量または水中単位体積重量（kN/m3） 
有効単位体積重量は 2' t ＝（ρsat－1.0）×9.81（kN/m3）＝（ 2t－9.81）（kN/m3）。 

Wh ：地下水位の深さ(m)、ただし、今回の解析では地下水位が不明なため、地表まで飽和している
と仮定し、 Wh =0とする。 

⑪ rd、κhg、σｖ、σｖ’から地震時せん断応力比Lの算出 
    vvhgdrL '/   

  道路橋示方書では、上記の通りであるが、本報告では、Shakeの結果よりτMAX を得られるので、 
    vMAXL '/   

                                                   
2 タイプⅠの地震動：プレート境界型の大規模な地震。 
3 タイプⅡの地震動：兵庫県南部地震のような内陸直下型地震。 
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により計算する。 
⑫ RとLからFL値の算出。 
    LRFL /  
 以上の計算から、液状化に対する抵抗率FLの算出が可能である．この値が1.0以下の土層については液状
化するとみなすものとしている。 
 
(2) PL値の計算 

PL値の算出は以下の式で行う。 

   
20

0
5.0101 dxxFP LL  

 算出されたPL値から、液状化危険度を示したランク区分によって評価する。 
 

表 2-21 PL値の評価 

液状化危険度ランク PL値 液状化ランク 

液状化危険度 大 PL＞15.0 液状化発生の可能性が高い 
液状化危険度 中 15.0≧PL＞5.0 液状化発生の可能性がある 
液状化危険度 小 5.0≧PL＞0.0 液状化発生の可能性が低い 
液状化危険度 極小 PL＝0.0 液状化発生の可能性が極めて低い 
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表 2-22土質分類と単位体積、平均粒径、細粒分含有率の概略値 

（道路橋示方書・耐震設計編H14、357p） 

 
 

表 2-23 使用した値一覧 

飽和密度 飽和単位体積重量 水中単位体積重量 

ρｓａｔ（g/cm
3） γｔ２（kN/m

3） γｔ２'（kN/m
3） 

 
 
 

N値の範囲 
 

 ρｓａｔ×9.81 （ρｓａｔ-1.0）×9.81 

0-1 1.4 13.7 3.9 

2-3 1.5 14.7 4.9 

4-7 1.6 15.7 5.9 

8-14 1.7 16.7 6.9 

粘性土 

15- 1.8 17.7 7.8 

0-3 1.7 16.7 6.9 

4-9 1.8 17.7 7.8 砂質土 

10- 1.9 18.6 8.8 

0-19 1.9 18.6 8.8 

20-49 2.0 19.6 9.8 礫質土 

50- 2.1 20.6 10.8 

0-3 1.4 13.7 3.9 
ローム 

4- 1.5 14.7 4.9 

 


